
【機密性1情報】 様式3-4

公益
法人
の区
分

国認定、
都道府県
認定の区

分

応札・
応募者
数

国立競技場運営事業等

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R6.11.29
株式会社ジャパンナショナルス
タジアム・エンターテイメント
東京都千代田区永田町2-11-1

9010001248067
【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
公募で選定された者との契約であるため。

30,000,000,000 － － 0 － － －
運営権対価：
52,800,000,0

00円

国立競技場自動火災報知設備
に係る定期交換部品更新作業

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R6.11.7

ホーチキ株式会社東京支店
東京都品川区北品川5-1-18
住友不動産大崎ツインビル東館
14階

3010701008973

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
対象機器の整備・調整に関するノウハウは、製造メー
カーであるホーチキ独自のものであり、他の防災設備
メーカーでは対応ができない。また、更新が必要な定
期交換部品（電気部品・ユニット等）についても、既
設の防災設備等と密接不可分の関係にあり、ホーチキ
にて対応する必要があるため。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

14,586,000 － 0 － － －

国立競技場入場ゲート設備シ
ステムライセンスの調達

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R6.11.18
スキーデータ合同会社
東京都千代田区神田錦町3-3

2010001117286

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
国立競技場入場ゲート設備を整備した際に５年分のシ
ステムライセンスが含まれていたが、令和６年１１月
末をもって期間が満了することから、入場ゲート設備
を継続利用するためには、新たにシステムライセンス
の調達を行う必要がある。
国立競技場の入場ゲート設備は、SKIDATA
Handshake.Logicシステムを利用しているが、当該シ
ステムはオーストリア法人SKIDATA GmbH が独自に開
発した入退場アクセスコントロールシステムであり、
日本国内においては、SKIDATA GmbHの出資比率が
100％の子会社であるスキーデータ合同会社が唯一、
販売権を有していることから、スキーデータ社と随意
契約を締結するものである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

1,670,900 － 0 － － －

競技用スピードスケートスー
ツの製造業務

契約担当役
独立行政法人日本スポーツ振興
センター　理事長　芦立　訓
東京都新宿区霞ヶ丘町4-1

R6.11.25
美津濃株式会社
大阪府大阪市住之江区南港北1-
12-35

4120001077559

【会計規則第18条第4項:契約の性質又は目的が競争を
許さない場合】
本件は、スピードスケート競技の競技用スーツの製造
を行うものであるが、公益財団法人日本スケート連盟
からの依頼のとおり、オフィシャルサプライヤー契約
によって、日本代表選手が着用する競技用スーツは美
津濃株式会社が独占的に提供することになっているこ
とから、日本代表選手が着用できる当該スーツの製造
を実現できるのは、美津濃株式会社のみである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

2,706,000 － 0 － － －

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

落札率

再就
職の
役員
の数

公益法人の場合

備考

法人名：独立行政法人日本スポーツ振興センター（法人番号：5011105002256）

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公開（物品･役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は名称及
び住所

契約の相手方の法
人番号

随意契約によることとした業務方法書又は会計規程等
の根拠規程及び理由

予定価格
（単位：円）

契約金額
（単位：円）
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